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｜ニュースの眼 

 

●「住宅・建築物のエネルギー消費性能の実態等に関する研究会」のとりまとめが公表 

3月 30日、国土交通省は昨年 9月より開催してきた「住宅・建築物のエネルギー消費性能の実態等

に関する研究会（座長：坂本雄三東京大学名誉教授）」のとりまとめが公表された。この研究会は、そ

れまでの「省エネ法（エネルギーの使用の合理化に関する法律、昭和 54年法律第 49号）」に代わり昨

年 4月に施行された「建築物省エネ法（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律、平成 27年

法律第 53 号）」について、その施行状況の把握、住宅・建築物の省エネ性能に関する実態の把握・検

証、住宅・建築物の省エネ基準への適合率のさらなる向上等に係る課題の整理を目的として設立され

たものであり、6回にわたり議論が行われた。 
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住宅・建築物のエネルギー消費性能の実態等に関する研究会 
 

研究会では、平成 27年度の住宅・住宅以外の建築物それぞれの規模別の省エネ基準適合率の算定結

果が提示された。それによると、建築時における省エネ計画の届出制度の対象となっている中・大規

模建築物について、住宅以外の建築物は大規模 97%、中規模 94%の物件で省エネ基準を達成できてい

るが、住宅については大規模 36%、中規模 44%の達成率に留まっている(図表 1)。特に年間着工戸数４

戸以下の中小事業者

が供給する戸建住宅

の省エネ基準の適合

率が 39%に留まって

いる他、建築構造と

しては RC 造（鉄筋

コンクリート造）等

の適合率が中規模住

宅で 27%に留まって

いる1。また地域的に

は、南北海道、宮崎

県・鹿児島県、沖縄

県を含む地域におい

て適合率が 36～45%

に留まっている (図

表 2)。 

図表 1 平成 27年度における規模別の省エネ基準適合率 

 
（※「住宅・建築物のエネルギー消費性能の実態等に関する研究会」とりまとめ文書より） 

                                                   
1 中規模住宅の省エネ基準への適合率は、木造が 41%、S造（鉄骨造）が 60%であった。 

（住宅）

大規模 中規模 小規模

（2,000㎡以上） （300㎡以上

　-2,000㎡未満）

（300㎡未満）

省エネ基準 36% 44% 51% 46%

外皮基準（※1） 56% 59% 59% 59%

一次エネルギー基準（※2） 42% 46% 61% 53%

誘導基準（※3） 14% 17% 31% 24%

（住宅以外の建築物）

大規模 中規模 小規模

（2,000㎡以上） （300㎡以上

　-2,000㎡未満）

（300㎡未満）

省エネ基準 97% 94% 69% 93%

外皮基準（※1） 98% 94% - -

一次エネルギー基準（※2） 99% 94% 69% 94%

誘導基準（※3） 59% 52% 11% 51%

※1　外壁や窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準

※2　空気調査設備等における一次エネルギー消費量に係る基準

※3　住宅・建築物の省エネ性能の向上の一層の促進のために省エネ基準を超えて誘導すべき基準

住宅全体

住宅以外の
建築物全体

http://www.mlit.go.jp/common/001229012.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001229010.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001229011.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001229009.pdf
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000140.html
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とりまとめでは、この件に関して研究会の委員からは「概ね実感と合っている」と回答があったが、

その一方で「日本では在室時に居室のみ暖房する間歇
かんけつ

暖房が主流であるのに対し、米国やドイツ等の

欧米諸国では終日全館暖房が主流であるため、日本の世帯当たりの年間エネルギー消費量は欧米諸国

の半分から 2/3程度2であり、暖房用のエネルギー消費量のみでは欧米諸国の 1/4から 1/5程度である3。

この点が、わが国の省エネ投資の費用対効果の低さにつながり、住宅の省エネ性能向上は進みにくく

なっている。」との指摘内容がとりまとめられた。 

このほかに、省エネ基準適合義務に係る課題として、研究会の委員からは「ZEH（ゼロ・エネルギ

ー・ハウス）等の高い省エネ性能を有する住宅・建築物の供給に取り組んでいる事業者は相当程度存

在している。今後、高い省エネ性能を有する住宅の普及が進むと、消費者が省エネ性能向上の必要性

等を意識するようになり、省エネ基準への適合義務化に向けての下地づくりができるのではないか。」

の他、「住宅については、消費者のデザインや快適性に対するニーズにより、広い開口部や広いリビン

グの確保、床暖房の設置等が求められ、省エネ基準に適合しにくくなる場合があることに配慮が必要

である。」などの指摘内容がとりまとめられた。 

 
 

図表 2 平成 27年度における住宅の地域別省エネ基準適合率 

（※「住宅・建築物のエネルギー消費性能の実態等に関する研究会」とりまとめ参考資料より） 

 

                                                   
2 住環境計画研究所の算定値では、日本が 43〔GJ/世帯・年〕、米国が 95〔GJ/世帯・年〕、ドイツが 72〔GJ/世帯・年〕である。 

3 住環境計画研究所の算定値では、日本が 10〔GJ/世帯・年〕、米国が 39〔GJ/世帯・年〕、ドイツが 53〔GJ/世帯・年〕である。 


